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と結果が不安定となる。Brenner らはこの問題を解決する調整方法を 2004 年に提案した。この方法は標準集団と対
象集団の各カテゴリ割合の比をとり、対象の個人に重み付けをするというもので、層別生存率の算出が必要でないた
め、層内の対象者数がまばらであっても、算出が可能となった。 






対象と方法：1975-94 年に大阪府がん登録に登録された胃・肺・乳房のがん患者（胃 39,697 名、肺 17,400 名、乳房
11,988 名）を対象として生存率の時代変化を、診断年を５年ごとに４期に分け、最も診断年の古い 1975-79 年の患者
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された。また肺がんにおいては stage migration の影響が不可避であった。 
⑹ 生存率の地域間格差の評価：生存率協同調査データより 
対象と方法：一定の登録精度を満たし、わが国のがん患者の生存率推計に用いられている７つの地域がん登録のうち
進行度情報がある６地域のがん登録（A～F）に 1993-96 年に胃（男性 31,853 名、女性 13,164 名）・肺（男性 17,569
名、女性 6,594 名）・乳がん（14,566 名、女性のみ）として登録された患者を対象とした。Brenner 法を二因子調整
に拡張した年齢および進行度調整５年生存率を地域ごとに算出し、比較した。また地域間で生存率の格差の有無を相
対生存率モデルを用いて各地域の効果の大きさを検討した。 
結果と考察：肺がん女性では調整後の５年生存率が D がん登録の 37.0％と C がん登録の 15.6％で最大格差が 21.4％
だった。乳がん女性以外では C がん登録の５年生存率はどの部位、性別においても低く、６登録合計の生存率と比較
しても最大で 8.4％（胃がん女性）低かった。また、胃がん女性では E がん登録の生存率が最も高かったが、他の部
位では D がん登録が最も高い生存率の値を示した。相対生存率モデルによる検討では、胃がんでは男女ともに C が









論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 生存率の比較において年齢を層別化し調整する直接法が一般的である。しかし、直接法では症例数が０の層がある
場合は基本的に算出できない、症例数の少ない層においては信頼性の欠ける生存率算出となる、などの欠点があった。 
 本研究は、その欠点を補い、さらに調整因子が複数でも算出可能である方法論を提案したものであり、併せて調整
結果から各因子の生存率への影響度を評価する方法も提案している。適用例として胃（男女）、肺（男女）、乳がん（女
性）について大阪府地域がん登録 1975-1994 年間の５年生存率の年代比較、生存率協同調査に基づく６地域がん登録
間の比較を行い、本手法の有効性を明らかにしている。 
 本研究で提案された調整生存率算出方法は、がんに限らず広く疾患の年代および地域比較、施設比較に適用可能で
あり、年齢や進行度など複数因子の調整が必要な場合にも簡便に用いることができる点で独創的かつ有用な方法であ
る。 
 したがって本研究は博士（保健学）の学位授与に値する研究であると考える。 
